
愛知県建設局契約後ＶＥ実施要領 

（趣旨） 

第１条  この要領は、愛知県建設局、都市・交通局及び建築局が契約を締結した建設工

事のうち、民間の技術開発を積極的に活用することにより、建設工事のコストの

縮減を図るため、契約締結後に建設業者から設計図書に定める工事目的物の機

能、性能等を低下させることなく請負代金額を低減することを可能とする工事材

料、施工方法等に関する設計図書の変更に関する提案（以下「ＶＥ提案」とい

う。）を受け付ける契約方式（以下「契約後ＶＥ」という。）を実施するにあた

り必要な事項を定める。 

（対象工事） 

第２条  対象となる建設工事は、愛知県建設局、都市・交通局及び建築局が発注する全

ての工事（契約金額が250万円未満の工事、指示票にて行う工事、主たる内容が草

刈り等役務提供の工事、ガス事業法に基づくガス工事は除く）とする。但し、本

庁施行工事及び本庁契約工事にあっては局長が、所長委任工事については所長

（以下「発注者」という。）が、当該工事の内容により契約後ＶＥ工事として適

さないと判断した場合は対象としないことができる。また、受託工事にあっては

委託者の了解が得られたものに限る。 

なお、対象としない工事については、「特記仕様書記載例」を参考に対象外工

事であることを特記仕様書へ記載すること。 

（ＶＥ提案を求める範囲） 

第３条  ＶＥ提案を求める範囲は、設計図書に定められている内容とする。ただし、以

下の提案は、原則としてＶＥの範囲に含めないものとする。 

(1) 施工方法等を除く工期の延長等の施工条件の変更を伴う提案。 

(2) 愛知県公共工事請負契約約款（以下「約款」という。）第19 条に基づき条

件変更が確認された後の提案。 

（ＶＥ提案の提出期間等） 

第４条  ＶＥ提案の提出期間は、原則として、契約の締結日から当該提案に関する部分

の工事に着手する35 日前までとする。なお、15 日以上の提案準備期間が確保さ

れるよう、迅速な審査等について配慮するものとする。 

 なお、提案の回数は原則として１回とするが、工事の実状に照らし適宜対応す

ることができるものとする。 



（ＶＥ提案の協議） 

第５条  ＶＥ提案については、工事打合せ簿により、第７条による審査に付すか否かを

監督員と協議を行うこと。なお、監督員は協議を受理してから、課長の決裁を受

けた上で、原則３日以内に回答を行うこと。 

 ２   協議に当っては、工事打合せ簿に以下の事項を記載すること。 

  ア ＶＥ提案の概要 

  イ ＶＥ提案の項目内容及び概算低減額 

  ウ 簡易な説明資料（適宜必要に応じて添付） 

（ＶＥ提案書） 

第６条  前条第１項により第７条による審査に付すこととする回答を受理した請負者

は、当該回答を受理してから５日以内にＶＥ提案書（以下「提案書」という。）

（様式１から４）を発注者に提出しなければならない。なお、提案書に記載する

事項は以下のとおりとする。 

  ア 設計図書に定める内容とＶＥ提案の内容の対比及び提案理由 

  イ ＶＥ提案の実施方法に関する事項（当該提案に関する施工上の条件等を含む） 

  ウ ＶＥ提案が採用された場合の工事代金額の概算低減額及び算出根拠 

  エ 発注者が別途発注する関連工事との関係 

  オ 工業所有権等の排他的権利を含むＶＥ提案である場合、その取扱に関する事項 

  カ その他ＶＥ提案が採用された場合に留意すべき事項 

 ２   発注者は、提出された提案書に関する追加的な資料、図書その他の書類の提出

を請負者に求めることができる。 

 ３   提案書の作成・提出費用は、請負者の負担とする。    

（ＶＥ提案の審査） 

第７条  第５条による協議において審査に付すと回答した後、本庁施行工事及び本庁契

約工事にあっては建設局長が、所長委任工事にあっては所長がＶＥ提案の審査を

行う。 

２    ＶＥ提案の審査は、施工の確実性、安全性が確保され、かつ、設計図書に定め

る工事の目的物と比較し、機能、性能等が同等以上で経済性が優位であると判断

されるものについては、ＶＥ提案として採用することを原則として審査を行い、

当該提案の採否を決定するものとする。 

（ＶＥ審査委員会） 

第８条  ＶＥ提案の審査を行うために、建設局長は愛知県建設局ＶＥ審査委員会を、所

長は各事務所ＶＥ審査委員会を設けるものとする。 



（ＶＥ提案の採否の通知） 

第９条  発注者は、ＶＥ提案の採否について、原則として提案書の受領後１７日以内に

書面（様式５）により請負者に通知しなければならない。ただし、請負者の同意

を得た上でこの期間を延長することができるものとする。 

  ２  ＶＥ提案が適正と認められなかった場合の前項の通知は、その理由を付して行

うものとする。 

（ＶＥ提案を採用した場合の設計変更等） 

第１０条  ＶＥ提案を採用した場合において、発注者は、約款第２０条第２項及び３項

の規定に基づき、設計図書及び請負代金額を変更しなければならない。 

２     前項の変更を行う場合においては、ＶＥ提案により請負代金額が低減すると見

込まれる額の１０分の５に相当する金額（以下「ＶＥ管理費」という。）を削減

しないものとする。 

３     ＶＥ提案が適正と認められた後、約款第１９条の条件変更等が生じた場合にお

いて、発注者がＶＥ提案に対する変更案を求めた場合、請負者はこれに応じなけ

ればならない。 

４   ＶＥ提案を採用した後、約款第１９条の条件変更等が生じた場合の第２項のＶ

Ｅ管理費については、変更しないものとする。ただし、双方の責に帰すことがで

きない理由（不可抗力や予測することが不可能な事由等）により、工事の続行が

不可能、または著しく工事低減額が減少した場合においては、発注者と請負者に

て協議して定めるものとする。 

（ＶＥ提案内容の活用と保護） 

第１１条  当該ＶＥ提案内容の活用が効果的であると認められた場合は、他の工事にお

いても積極的に活用を図るものとする。その場合、工業所有権等の排他的権利を

有する提案については、当該権利の保護に留意しなければならない。 

（責任の所在） 

第１２条  発注者がＶＥ提案を採用し、設計図書の変更を行った場合においても、請負

者がＶＥ提案を行った内容及び施工方法について、請負者の責任が否定されるも

のではない。 

（結果の報告） 

第１３条  所長は、ＶＥ提案の採否を通知した場合は、別紙１により建設局長（建設企

画課：土木技術Ｇ）に報告するものとする。 



附則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。  



特記仕様書記載例 

（契約後ＶＥ） 

第〇条 本工事は、標準仕様書に記載する契約後ＶＥの対象外工事とする。 


